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7-2 労働争議による労働損失日数 

 
 p.248 「第7- 3 表 労働争議件数・労働争議参加人員・労働損失日数」 

（注）アメリカ及びイギリス、オーストラリアは 2019 年、フランスは 2018 年。 

各国の労働争議統計が採用する定義が異なるため厳密な比較はできないが、直近年
の労働損失日数はアメリカが 323.7 万日（2019 年）、ドイツ 19.5 万日（2020 年）、韓
国 55.4 万日（2020 年）、イギリス 20.6 万日（2019 年）、オーストラリア 6.4 万日（2019
年）となっている。また、フランスは 209.5 万日（2018 年）であった。一方、日本は
労働損失日数が 2 千日（2020 年）と少ない。 

長期的にみると、多くの国で労働損失日数は減少傾向にある。しかし、ひとたび大
規模な労働争議が発生すると、それに伴って労働損失日数が跳ね上がるため、各国の
値は年によってバラツキが大きい。 
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第7-1表 労働組合員数・組織率（各国公式統計）
Table 7-1: Trade union membership and density rates (national official statistics)

2000 2005 2010 2015 2017 2018 2019 2020

組合員数 Membership 

千人 thousands 

日本 11,539 10,138 10,054 9,882 9,981 10,070 10,088 10,115 JPN

アメリカ 16,334 15,685 14,715 14,795 14,817 14,744 14,574 14,253 USA

イギリス 7,119 7,083 6,589 6,497 6,247 6,350 6,440 6,558 UK

ドイツ 7,928 6,856 6,330 6,295 － － － － DEU

フランス 1,781 1,779 1,823 1,849 － － － － FRA

韓国 1,527 1,506 1,643 1,939 2,088 2,331 2,539 － KOR

シンガポール 314 450 550 719 755 763 786 782 SGP

マレーシア 734 761 803 913 929 931 949 957 MYS

オーストラリア － 1,871 1,744 － － 1,534 － 1,492 AUS

組織率 Density rates 

% 

日本 21.5 18.7 18.5 17.4 17.1 17.0 16.7 17.1 JPN

アメリカ 13.4 12.5 11.9 11.1 10.7 10.5 10.3 10.8 USA

イギリス 29.8 28.6 26.6 24.7 23.3 23.4 23.5 23.7 UK

ドイツ 24.6 21.5 18.9 17.6 － － － － DEU

フランス 8.0 8.0 8.0 7.9 － － － － FRA

韓国 12.0 10.3 9.8 10.2 10.7 11.8 12.5 － KOR

シンガポール 1) 14.5 19.4 17.7 19.7 20.6 20.5 20.8 21.7 SGP

マレーシア 1) 7.9 7.6 6.8 6.5 6.9 6.7 6.7 6.8 MYS

オーストラリア － 23.9 19.5 － － 14.6 － 14.3 AUS

出典： 日本：厚生労働省（2021）「労働組合基礎調査（2020年）」
アメリカ：労働統計局(BLS) Labor Force Statistics from the Current Population Survey
イギリス：ビジネス・エネルギー・産業戦略省（2021）Trade Union Statistics 2020
ドイツ、フランス：OECD Database (https://www.oecd-ilibrary.org/) 2022年2月現在
韓国：統計庁ウェブサイト (http://www.index.go.kr/) 2022年2月現在
シンガポール：人材開発省（2021）Singapore Yearbook of Manpower Statistics 2021
マレーシア：統計局(DOSM)、人的資源省ウェブサイト 2022年2月現在
オーストラリア：統計局(ABS) (https://www.abs.gov.au) 2022年2月現在

注 1) 組織率は政府公表の組合員数を、政府公表の雇用者数で除した値。
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